












　　（ 2 ）「主張する意図」が存在しない言語行為・非言語行為を「供述」の範囲 
　　　　 外とする理論的根拠




　 1 　Krulewitch 判決
　 2 　Evans 判決
　 3 　Wright 対 Tatham 判決との関係
第 4 　連邦下級裁判所の判例の検討
　 1 　一般論について言及のある判例①　　「黙示的主張」を伝聞証拠として扱 
　　　った判例
　　（ 1 ）Reynolds 判決
　　（ 2 ）Lyle 判決

























　　（ 1 ）Zenni 判決













































































































































（ 1 ）原供述者が現在行われている公判または審問で証言している最中 
にするものではない場合。































を修飾していると捉えるものである。つまり、“a person’s oral assertion, 
written assertion … if the person intended it as an assertion”と、“a 





えるものである。つまり、“a person’s oral assertion, written assertion”











“Statement” means a person’s oral assertion, written assertion, or 
nonverbal conduct, if the person intended it as an assertion.



















ではないということである（The effect of the definition of “statement” 
is to exclude from the operation of the hearsay rule all evidence of 
conduct, verbal or nonverbal, not intended as an assertion. The key to 






















can scarcely be doubted that an assertion made in words is intended by 
the declarant to be an assertion. Hence verbal assertions readily fall into 















































の事項を推論する基礎として提出される言語行為（verbal conduct which 


























































































































　　　が公判廷で 「Ａさんが、 『消防車を呼んでください。甲ビルです。』 
　　　と叫んでいました。」という証言をすることが許容されるか。




















































































































































んなことにはなっていなかったのに（If it hadn’t been for that dirty son-
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　 3 　Wright 対 Tatham 判決との関係
　以上のように、Krulewitch 判決と Evans 判決はともに、言語行為に含ま
れる「黙示的主張」の証拠の少なくとも一部が伝聞証拠に分類されることを
判断の前提とするものである。つまり、両判決は、少なくとも言語行為につ
いて、Wright 対 Tatham 判決と非常に親和的である。




































































































































































































果、伝聞法則の適用対象外となる（Rule 801 removes implied assertions 
from the definition of statement and consequently from the operation 
















拠に分類しているように読み取れる Reynolds 判決や Lyle 判決の対極にあ
る判決であるといえよう。
　（ 2 ）Perez 判決・Groce 判決
　Zenni 判決ほど正面から解釈問題に取り組んだわけではなく、また、判断
の理論的根拠が明らかにされているわけではないものの、これに近い見解が








































































































　 1 　「非伝聞の供述 （Statements That Are Not Hearsay）」 （801条 （d） 項）
　801条（d）項は、同条（a）項ないし（c）項の定義からは伝聞に該当す



















常的に行われる活動の記録（ 6 号）、公的記録（ 8 号）などが挙げられる。
　 3 　原供述者が利用不能な場合に認められる伝聞例外（804条）
































（ 1 ）当該供述がなされた全体的状況と、あるとすれば、当該供述を補 
　　 強する証拠を考慮した後、十分な信用性の保障（sufficient guar- 
　　 antees of trustworthiness）によって支持される場合。
（ 2 ）挙証者が合理的な努力（reasonable efforts）を通じて得ることが 











事実 （material fact） の証拠として提出されている （改正前の 2 号） という
要件と、当該供述を許容することで、規則の目的と司法の利益（interests 
















































（ 2 ）Fed. R. Evid. 101 （a）．
（ 3 ）現在、アメリカ国内の45を超える法域において、連邦証拠規則を範とした類似
の証拠規則が採用されている。この点について、Paul C. Giannelli, understandinG 
evidenCe, §1.05, at 11-12 （5th ed. 2018）; 2 MCCorMiCk on evidenCe, §246, at 
187 （Robert P. Mosteller ed., 8th ed. 2020）参照。また、このように各州で連邦
証拠規則類似の証拠規則が採用される状況がもたらされた原因については、Olin 
Guy Wellborn III., Definition of Hearsay in the Federal Rules of Evidence, 61 






の本質について（ 1 ）-（ 6 ・完）」法学論叢141巻 1 号 1 頁、 2 号 1 頁、 3 号 1 頁、
4 号 1 頁、 5 号 1 頁、142巻 2 号 1 頁（1997年）、大谷祐毅「刑事裁判における公判
外供述の証拠使用と証人を審問する権利の役割（ 1 ）-（ 5 ・完）」法学協会雑誌136
巻 2 号 1 頁、 4 号99頁、 6 号 1 頁、 8 号 1 頁、10号 1 頁（2019年）などがある。
（ 6 ）これまでの代表的な日本語文献として、伊藤博路「伝聞法則の適用範囲に関す
る一試論（ 1 ）-（ 5 ・完）」北大法学論集48巻 4 号721頁（1997年）、 5 号991頁、49
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（ 7 ）Crawford v. Washington, 541 U.S. 36 （2004）; Davis v. Washington, 547 
U.S. 813 （2006）; Giles v. California, 554 U.S. 353 （2008）; Melendez-Diaz v. 
Massachusetts, 557 U.S. 305 （2009）; Michigan v. Bryant, 562 U.S. 344 （2011）; 
Bullcoming v. New Mexico, 564 U.S. 647 （2011）; Ohio v. Clark, 576 U.S. ＿ , 135 











（ 9 ）なお、連邦証拠規則では、第 4 章（401条ないし415条）に一般的な関連性に関
する規定が設けられている。





（11）佐藤友幸「オーストラリアにおける伝聞証拠の意義の変遷（ 1 ）（ 2 ・完）」早
稲田大学大学院法研論集176号115頁（2020年）、177号（2021年）収録予定。
（12）イギリスでは、2003年刑事司法法（Criminal Justice Act 2003）、オーストラリ
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アでは、1995年に成立した統一証拠法（Uniform Evidence Law）によって、伝聞
法則を規律する包括的な制定法が初めて設けられた。また、カナダにおいて、伝聞



















































　5 JaCk B. Weinstein et al., Weinstein’s Federal evidenCe, CoMMentary on 
rules oF evidenCe For the united states Courts （2d ed. 2018）; MiChael h. 
GrahaM, Federal rules oF evidenCe in a nutshell （10th ed. 2018）; 4 stePhen a. 
saltzburG et al., Federal rules oF evidenCe Manual （12th ed. 2019）.
（23）802条の日本語訳は、以下の通りである。
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（25）801条（a）項ないし（c）項の原文は、以下の通りである。
　Rule 801.　Definitions That Apply to This Article; Exclusions from Hearsay
　The following definitions apply under this article:
（a）Statement.
　　“Statement” means a person’s oral assertion, written assertion, or nonverbal  
　conduct, if the person intended it as an assertion.
（b）Declarant.
　　“Declarant” means the person who made the statement.
（c）Hearsay.
　　“Hearsay” means a statement that:
　　（ 1 ）the declarant does not make while testifying at the current trial or  
　　　 hearing; and









　A “Statement” is （ 1 ） an oral or written assertion or （ 2 ） nonverbal conduct 
of a person, if it is intended by him as an assertion.






について、 Fed. R. evid. Rule 801 advisory committee’s note to 1987 amendment; 





（29）英語で“intent to assert“ または“assertive intent“ などと表現されている用
語に対応する日本語として用いる。
（30）第一の理解に立っていると考えられる文献として、 例えば、 andreW L-T Choo, 
hearsay and ConFrontation in CriMinal trials, 95 （1996）がある。Choo は、
「コンマの位置から、意図の要件は、行為のみならず、これと言葉の両方に妥当す
ることが示されている （The position of the comma indicates that the requirement 




うものとして、Wellborn, supra note 3, at 74参照。








”（ 1 ） an oral or written assertion”と（ 2 ） nonverbal conduct of a person, if it 







Wellborn, supra note 3, at 51参照。
（34）諮問委員会は、連邦証拠規則の原案を起草した機関であり、合衆国司法会議
（Judicial Conference of the United States）によって任命された法律家によって
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構成されている。そして、諮問委員会注釈は、諮問委員会による規定の趣旨および
解釈が示されたものとして、非常に重要な意味を持つ。この点について、中村・前
掲注（ 1 ）144-145頁、成瀬剛「科学的証拠の許容性（ 2 ）」法学協会雑誌130巻 2
号（2013年）386頁、422-423頁注（23）参照。諮問委員会の具体的作業内容の詳
細については、特に、以下の文献を参照。Tack H. Friedenthal, The Rulemaking 
Power of the Supreme Court: A Contemporary Crisis, 27 Stan. L. Rev. 673 （1975）.







supra note 3, at 73-75参照。
（38）この説明の“scarcely“ という表現からは、諮問委員会は、例外的とはいえ、




















いえる。具体的判例として、United States v. Caro, 569 F.2d 411 （5th Cir. 1978）; 
State v. Satterfield, 340 S.E.2d 52 （N.C. 1996）; State v. Townsend, 467 S.E.2d 





て中心的な検討対象となる予定である。Eustace Seligman, An Exception to the 
Hearsay Rule, 26 harv. l. rev. 146 （1912-1913）; Charles T. McCormick, The 
Borderland of Hearsay, 39 yale L. J. 489 （1930）; Edmund M. Morgan, Hearsay 
and Non-Hearsay, 48 harv. l. rev. 1138 （1935）; Judson F. Falknor, Silence as 
Hearsay, 89 u. Pa. l. rev. 192 （1940-1941）; Laurence H. Tribe, Triangulating 
Hearsay, 87 harv. l. rev. 957 （1974）.
（44）諮問委員会は、ここまでの説明に際して、以下の論文を参照している。
Edmund M. Morgan, Hearsay Dangers and the Application of the Hearsay 
Concept, 62 harv. l. rev. 177 （1948）; Judson F. Falknor, The Hear-Say Rule 
as a See-Do Rule: Evidence of Conduct, 33 roCky Mntn. l. rev. 133 （1961）; Ted 
Finman, Implied Assertions as Hearsay: Some Criticisms of the Uniform Rules 




為を、（ 1 ）言語の主張、（ 2 ）性質上主張的な非言語行為、（ 3 ）主張的でない非
言語行為、（ 4 ）主張的でない言語行為、（ 5 ）主張的であるが主張されている事項
以外の事項を推論する基礎として提出される言語行為の 5 種類に整理し、連邦証拠
規則のもとでは（ 1 ）（ 2 ）が伝聞、（ 3 ）（ 4 ）（ 5 ）が非伝聞に分類されるとし
た。そして、後者は、それが「黙示的主張」である場合においては、コモンロー上
伝聞証拠として扱われてきたと考えられるから、その意味でコモンロー準則との違
いがあるとまとめている。Wellborn, supra note 3, at 50-51, 64-65.
（46）Wellborn によれば、具体例として、以下のような場合が挙げられる。すなわ




























（51） 代 表 的 な 批 判 と し て、Wellborn, supra note 3, at 73-81; Roger C. Park, I 
Didn’t Tell Them Anything About You: Implied Assertions as Hearsay Under 
the Federal Rules of Evidence, 74 Minn. l. rev. 783, 793-801がある。本文中の批
判の説明も、主としてこれらの論文に依拠している。




題であり、「解決する見込みがない（shows no promise of going away）」 もので
あると評していた。Christopher B. Mueller, Post-Modern Hearsay Reform: The 
















不自然に包括的な用語（singularly inept and artificial umbrella term）である。
我々は、『黙示する（imply）』の語を、人が伝達しようとする事項を描写すること




communicative purpose）を失わせている。」 Mueller, supra note 53, at 418 n.153.
　　また、Park は、以下のような指摘を行っている。「『黙示的主張』という用
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ついて、原供述者が遠回しに述べる（insinuate）ということを意味しない。これ
は単に、原供述者の言葉から、事実認定者がその事実を推論することが求められて







（58）以下の説明に際しては、 ここまで掲げた文献のほか、 Craig R. Callen, Hearsay 
and Informal Reasoning, 47 vand. l. rev. 43 （1994）; David E. Seidelson, Implied 
Assertions and Federal Rule of Evidence 801: A Continuing Quandary for 














る。Finman, supra note 44, at 695-98. 同論文は連邦証拠規則起草前に発表された
ものであるが、統一州法委員全国会議（National Conference of Commissioners 
on United State Laws）によって採用された統一証拠規則（Uniform Rules of 
Evidence）　　連邦証拠規則制定にあたって参考とされた　　では、連邦証拠規
則と同様に、「主張する意図」を有しない証拠を非伝聞とする規定が設けられてい




は存在していた。例えば、Vaughn C. Ball, The Changing Shape of the Hearsay 























で Wright 対 Tatham 判決の法理が妥当するか」という形で問われることがある。
英米法圏において同判決を紹介・検討する文献は大量に存在し、特に、「黙示的主
張」の問題を論じる文献においては、ほぼ確実に同判決が紹介されている。その中
でも、特に詳細な検討を行う文献として、以下のものがある。John M. Maguire, 
The Hearsay System Around and Through the Thicket, 14 vand. l. rev. 741, 
749-60 （1961）.
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（67）以下の点について、特に、Finman, supra note 44, at 686-87参照。
（68）この点について、Ball, supra note 63, at 506参照。
（69）Wellborn は、諮問委員会が「主張する意図」要件の解釈の難解さを軽視して
いた可能性を指摘している。 Wellborn, supra note 3, at 76-77.
（70）なお、連邦証拠規則施行前に、少なくとも一定の「黙示的主張」に伝聞法則が
適用されることを明言した連邦下級裁判所の判例として、Park v. Huff, 493 F.2d 
923 （5th Cir. 1974）; United States v. Pacelli, 491 F.2d 1108 （2d Cir. 1974） がある。 
両判決の詳しい分析については、 Id at 85-87; Park, supra note 51, at 806-08参照。
（71）「黙示的主張」は、訴訟当事者および裁判所がその問題点を見落としているこ
とが少なくないと考えられるという点について、例えば、以下の文献を参照。 
Charles R. Williams, Issues at the Penumbra of Hearsay, 11 adel. l. rev. 113, 
134 （1987）.
















が十分可能であると考えられる。この点について、Wellborn, supra note 3, at 69; 
Park, supra note 51, at 810参照。




号（1972年）15頁、26-31頁、鈴木茂嗣「Dutton v. Evans, 400 U. S. 74 （1970）
　　共犯者の法廷外の供述を証拠とすることが証人対質権の保障に反せず合憲と















は非言語行為についても Wright 対 Tatham 判決と親和的であるといえる。この
点について、Wellborn, supra note 3, at 68-71参照。
（83）判例の検討に際しては、個別の注において引用した文献のほか、以下の文献を
参照した。
　　Paul S. Milich, Re-Examining Hearsay under the Federal Rules: Some 
Method for the Madness, 39 u. kan. l. rev. 893 （1991）; Michael L. Seigel, 
Rationalizing Hearsay: A Proposal for a Best Evidence Hearsay Rule, 72 B.U. 
L. rev. 893 （1992）; Margaret A. Berger, How Would or Should the Supreme 
Court Interpret the Definitions in Rule 801, 16 Miss. C. l. rev. 13 （1995）; Glen 
Weissenberger, Reconstructing the Definition of Hearsay, 57 ohio St. L.J. 1525 
（1996）; Ronald J. Allen, The Hearsay Rule as a Rule of Admission Revisited, 
94 FordhaM L. rev. 1395 （2016）; Noah Marks & Jessica Ranucci, The Implied 
Assertion Doctrine Applied to Legislative History, 21 leWis & Clark L. rev. 
1135 （2018）.






（86）United States v. Reynolds, 715 F.2d 99 （3d Cir. 1983）.
（87）本判決の詳細な分析として、Park, supra note 51, at 804-05参照。
（88）具体的事実関係は以下の通りである。
　　郵便詐欺（mail fraud）の共謀罪について、Reynolds と Parran という人物が
共同で訴追された。公判では、捜査官が以下の事実に関する証言を行い、これが
Parren の有罪認定の証拠として用いられた。すなわち、捜査官が Reynolds の取
調べを行った後、Reynolds が Parren と会った際に、「俺はあいつらにお前のこと









かである。この点について、Id. at 804 n.94参照。












と評している。 Choo, supra note 30, at 96 n.95
（95）その意味で、本判決は、Krulewitch 判決と Evans 判決を、非言語行為に含ま
れる「黙示的主張」にも妥当する判決として捉えていたものと推察される。







ば、State v. Dullard, 668 N.W2d 585 （Iowa 2003）; Stoddard v. State, 887 A.2d 
564 （Md. 2005）がある。










も参照されている。Morgan, supra note 44, at 207-08.
（104）Lyle, 720 F.2d, at 435.
（105）なお、本判決と類似の証拠について、特段の理論的根拠を示さずに非伝聞とし
た判例として、United States v. Perholtz, 842 F.2d 343 （D.C. Cir. 1988）がある。





262　早稲田法学会誌第71巻 2 号（2021） アメリカ法における伝聞証拠の意義（佐藤）　263
その場合でも、非言語行為について「主張する意図」要件が存在することは否定で
きないため、整合性の観点からは説明が困難となる。
（108）Park は、本判決を、連邦証拠規則のもとで Wright 対 Tatham 判決を明確
に否定する判断を下した「画期的判決（landmark）」と評している。Park, supra 
note 51, at 811.
（109）United States v. Zenni, 492 F. Supp. 464 （E.D. Ky. 1980）. なお、旧稿では紹
介を割愛したが、本判決は、イギリスの Kearley 判決においても引用されている。
そして、Bridge 裁判官は、アメリカにおいて「黙示的主張」が非伝聞とされてい























（117）United States v. Perez, 658 F.2d 654 （9th Cir. 1981）.
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（118）United States v. Groce, 682 F.2d 1359 （11th Cir. 1982）.
（119）Perez, 658 F.2d at 659.
（120）Groce, 682 F.2d at 1364.
（121）この点について、SaltzburG et al., supra note 22, §801.02 ［ 1 ］ ［ⅰ］参照。
（122）United State v. Summers, 414 F.3d 1287 （10th Cir. 2005）.
（123）この傾向に沿って、「黙示的主張」を伝聞証拠として排除したと考えられるそ
の他の判例として、例えば、以下のものがある。
　United States v. Check, 582 F.2d 668 （2d Cir. 1978）; United States v. Ariza-
Ibarra, 605 F.2d 1216 （1st Cir. 1979）; United States v. Figueroa, 750 F.2d 232 
（2d Cir. 1984）; United States v. Patrick, 959 F.2d 991 （D.C. Cir. 1992）; United 
States v. Sallins, 993 F.2d 344 （3d Cir. 1993）; United States v. Jackson, 88 F.3d 
845 （10th Cir. 1996）; United States v. Hernandez, 176 F.3d 719 （3d Cir. 1997）; 
United States v. Palma-Ruedas, 121 F.3d 841 （3d Cir. 1997）; United States v. 
Berrios, 132 F.3d 834 （1st Cir. 1998）; Orr v. Bank of Am., NT & SA, 285 F.3d 
764 （9th Cir. 2002）; Mahone v. Lehman, 347 F.3d 1170 （9th Cir. 2003）; United 
States v. Lopez,340 F.3d 169 （3d Cir. 2003）; United States v. Torres, 794 F.3d 
1053 （9th Cir. 2015）.
（124）United States v. Weeks, 919 F.2d 248 （5th Cir. 1990）.
（125）この傾向に沿って、「黙示的主張」を非伝聞としたと考えられるその他の判例
として、例えば、以下のものがある。
　United States v. Brock, 667 F.2d 1311 （9th Cir. 1982）; United States v. Singer, 
687 F.2d 1135 （8th Cir. 1982）; United States v. Hensel, 699 F.2d 18 （1st Cir. 1983）; 
United States v. Cardascia, 951 F.2d 474 （2d Cir. 1991）; United States v. Lewis, 
902 F.2d 1176 （5th Cir. 1990）; United Phosphorus, Ltd. v. Midland Fumigant, 
Inc., 21 F. Supp. 2d 1255 （D. Kan. 1998）; United States v. Love, 706 F.3d 832 （7th 
Cir. 2013）.
（126）United States v. Ybarra, 70 F.3d 362 （5th Cir. 1995）.
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（128）連邦裁判所における「主張する意図」要件の取扱いの不安定さが近年になっ
ても解消されていないを指摘する文献として、Andrew L-T Choo, Defining the 
Scope of the Hearsay Rule in Criminal Cases, in A CoMParative PersPeCtive, 








ともある。Stephen A. Saltzburg, Restyling Choices and a Mistake, 53 WM. & 
Mary L. rev. 1517, 1523 （2012）.





題が争われることが多い類型でもある。この点について、saltzburG et al., supra 





（136）この点について、Fed. R. evid. Rule 807 advisory committee’s note; Fed. R. 




　　 Under the following conditions, a hearsay statement is not excluded by  
　 the rule against hearsay even if the statement is not admissible under a  
　 hearsay exception in Rule 803 or 804:
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　　 （ 1 ）the statement is supported by sufficient guarantees of trustworthi  
　　　　-ness　after considering the totality of circumstances under which  
　　　　it was made and evidence, if any, corroborating the statement; and
　　 （ 2 ）it is more probative on the point for which it is offered than any  
　　　　other evidence that the proponent can obtain through reasonable  
　　　　efforts.




　　 Under the following circumstances, a hearsay statement is not excluded  
　 by the rule against hearsay even if the statement is not specifically  
　 covered by a hearsay exception in Rule 803 or 804:
　　 （ 1 ）the statement has equivalent circumstantial guarantees of  
　　　　trustworthiness;
　　 （ 2 ）it is offered as evidence of a material fact;
　　 （ 3 ）it is more probative on the point for which it is offered than any  
　　　　other evidence that the proponent can obtain through reasonable  
　　　　efforts; and
　　 （ 4 ）admitting it will best serve the purposes of these rules and the  
　　　　interests of justice.
（140）他の英米法諸国の定義規定と連邦証拠規則801条を比較する近年の代表的文献
として、Choo, supra note 128がある。
（141）イギリス・オーストラリアにおける類似の要件の内容については、それぞれ、
佐藤・前掲注（10）「イギリスの法制改革」161-163頁、佐藤・前掲注（11）「オー
ストラリアにおける伝聞証拠の意義の変遷（ 2 ・完）」参照。
